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令和２年６月 

 

＜受動喫煙防止対策助成金の概要＞ 

 

※助成金の経済的・合理的運用の観点から単位面積（１㎡）当たり助成額の上限が設定されています。 

助成総額の上限は 100 万円ですが、実際に要した費用に応じて、助成金額が 100 万円を下回る可能性があ

ります。 

 

 

＜助成金の申請にあたって初めに確認する事項＞ 

 

まず初めに①～⑥の注意事項を確認して下さい。（すべて満たして必要があります。） 

① 労災保険適用事業者であること（労働者を雇用していること） 

② 中小企業（第二種施設を営む者に限る。）事業者であること。（※） 

③ 助成金の対象になる喫煙専用室等の設備以外の場所を禁煙とすること。 

④ 工事の発注、施工前であること（労働局に申請し、交付決定してから工事に着工する

こと） 

⑤ 当該年度内に、工事及び支払いを完了し、事業実績報告をすること。 

⑥ 助成金の対象になった設備等は令和８年３月 31 日まで処分できないこと。 

                  

（※）労働者数か資本金のどちらか一方の基準を満たせば、中小企業事業者となります。 

業   種 
常時雇用す 

る労働者数 
資本金 

小売業 小売業、飲食店、配達飲食サービス業 50人以下 5,000万円以下 

サービス業 
物品賃貸業、宿泊業、娯楽業、医療・福祉、複

合サービス（例：協同組合）など 
100人以下 5,000万円以下 

卸売業 卸売業 100人以下 1億円以下 

その他の業種 
農業、林業、漁業、建設業、製造業、 

運輸業、金融業、保険業など 
300人以下 3億円以下 

 

  

１ 上限額 ２ 助成対象経費 ３ 補助率 

100万円 

（※60万/㎡） 

 喫煙専用室 

 指定たばこ専用喫煙室 

 屋外喫煙所 

の設置・改修に係る経費 

２分の１（既存飲食提供施設で料理

店、飲食店等の事業を営んでいる中

小企業事業者の場合、３分の２） 
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不交付要件 

上記の条件を満たす事業者であっても、次の（１）～（11）に該当する場合は助成金を

交付しません。 

（１）当該事業者が、交付要綱第４条の様式第１号「受動喫煙防止対策助成金交付申請

書」（以下「交付申請書」という。）の提出日の属する年度の前年度より前のいずれか

の保険年度において、労働保険料の滞納が継続している場合 

（２）当該事業者が、交付申請書の提出日から起算して過去３年間に、労働者災害補償保

険法第３章の２又は雇用保険法第４章の規定により支給される給付金について、不

正受給を行った場合 

（３）当該事業者が、暴力団関係事業場（事業者（法人である場合にあっては、当該法人

の役員若しくは事業場の業務を統括する者その他これに準ずる者）が暴力団員（暴

力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員を

いう。以下同じ。）に該当する事業場、暴力団員が経営に実質的に関与している事業

場及びこれらの事業場であると知りながら、これを不当に利用するなどしている事

業場等）であると認められる場合 

（４）当該事業者（法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務を

統括する者その他これに準ずる者）が、破壊活動防止法に規定する暴力主義的破壊

活動を行った又は行う恐れのある団体に属している場合 

（５）当該事業者が、交付申請書の提出日又は交付要綱第 14 条の様式第 11 号「受動喫

煙防止対策助成金交付額支払請求書」（以下「支払請求書」という。）の提出日の時点

で倒産している場合 

（６）当該事業者が、（２）の不正受給が発覚した際に都道府県労働局長等が実施する事

業者名の公表について、あらかじめ同意していない場合 

（７）当該事業者が、交付申請書の提出日の前日から起算して１年前の日から支払請求

書の提出日の前日までの間に、労働関係法令違反を行ったことが明らか（司法処分

等）である場合など、当該事業者に本助成金を交付することが適切でないと都道府

県労働局長が認める場合 

（８）当該事業者が交付要綱第４条において申請した受動喫煙の防止に係る事業計画（以

下「事業計画」という。）の内容が、健康増進法、建築基準法、消防法その他当該事

業計画に関連する法令等に抵触している場合 

（９）当該事業者が申請日時点において事業計画の内容に対して他の補助金等を受けて

いる又は申請を行っている場合 

（10）当該事業者が、年度内に助成事業を完了（助成対象工事が完了し、費用の支払が終

了することをいう。）しない場合 

（11）その他助成金を交付することが適切でないものと都道府県労働局長が認める場合 

  

※法令番号は省略 
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不交付要件に該当しない事業主が、以下の設備等を設ける場合が助成の対象になります。 

助成対象となる措置 要件 
飲食など喫煙以外の 

目的での使用 

① 喫煙専用室（健康増進法に

規定するものをいいます。）の

設置・改修 

（健康増進法に規定する既存

特定飲食提供施設（※１）で料

理店、飲食店等を営む事業者

に限ります。） 

 

 

次に掲げるたばこの煙の流出を防止するための

技術的基準に適合すること。 

ア 出入口において、室外から室内に流入する空気

の気流が、0.2メートル毎秒以上であること。 

イ たばこの煙が室内から室外に流出しないよう、

壁、天井等によって区画されていること。 

ウ たばこの煙が屋外又は外部の場所に排気され

ていること。 

エ 専ら喫煙の目的で喫煙専用室を使用するため

の構造や設備であること。 

× 

② 指定たばこ専用喫煙室（健

康増進法に規定するものをい

います。）の設置・改修 

（健康増進法に規定する既存特

定飲食提供施設（※１）で料理

店、飲食店等を営む事業者に

限ります。） 

次に掲げるたばこの煙の流出を防止するための

技術的基準に適合すること。 

ア 出入口において、室外から室内に流入する空気

の気流が、0.2メートル毎秒以上であること。 

イ たばこの煙が室内から室外に流出しないよう、

壁、天井等によって区画されていること。 

ウ たばこの煙が屋外又は外部の場所に排気され

ていること。 

○ 

③ 屋外喫煙所（閉鎖系に限

る。）の設置・改修。 

（第二種施設（※２）に限りま

す。） 

 

ア 事業場の屋内を全面禁煙とすること。 

イ 換気装置を設置し、たばこの煙が屋外又は外部

の場所に排気されていること。 

ウ 屋外喫煙所における喫煙により当該喫煙所の

直近の建物の出入口等における浮遊粉じん濃度

が増加しないこと。 

エ 専ら喫煙の目的で屋外喫煙所を使用するため

の構造や設備であること。 

 

 

× 
 

 

 

（※１）次の要件をすべて満たすもの 

 令和２年４月１日時点で営業している飲食店 

 個人又は中小企業（資本金 5,000 万円以下）が経営 

 客席（店舗全体のうち明確に区分できる厨房、トイレ、廊下、会計レジ、従業員専用スペース等を除く）

面積 100 ㎡以下 

（※２）２人以上の者が利用する施設のうち、 

第一種（学校、児童福祉施設、医療機関関係、行政機関の庁舎等）以外の施設 

 事務所 

 工場 

 ホテル、旅館（客室を除く） 

 飲食店（既存特定飲食提供施設を除く） 

 国会、裁判所等 
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助成金の支給対象であることを確認し、以下の手続きで申請事務に進みます。 
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＜事務手続きの流れ＞ 

１．提出書類準備 

この助成金を受けるためには、工事の発注、施工を行う前に、喫煙専用室等を設置す

る事業場を所轄する都道府県労働局（以下「労働局」）への申請が必要となります。 

また、予算の執行は年度単位のため、交付決定を受けた年度内に工事を完了し、当該

年度の３月 31日までに事業実績報告を行うことができない場合は、助成金の交付を受

けることができません  

  

２．交付申請 

申請書類（正副２部）を、労働局に提出してください。審査期間は原則１か月以内と

定められているため、原則として２月末までに交付申請を行ってください。助成金の交

付が適当と認められると、労働局で「受動喫煙防止対策助成金交付決定通知書」を発行

します。この交付決定通知書を受領してから、工事の発注、施工を行ってください。 

交付決定前に工事の発注、施工を行った場合は、原則として助成金の交付を受ける

ことができません。 

なお、特段の事情があり、交付決定前に工事業者との契約、支払、基礎工事など助成

対象事業の工事以外への着手等を行う場合は、事前に都道府県労働局の承認を得る必

要がありますので、事前に労働局に御相談ください。 

※ 助成金の交付は、その年度であらかじめ決められた予算額の範囲内で行うので、

年度途中で申請受付を締め切る可能性があります。 

 

 ３．工事の発注・施工 

交付決定の内容に従って工事を実施してください。事業内容に変更がある場合は、事

前に「交付決定内容変更承認申請書」（様式第４号）（手引き P70）を所轄の労働局に提出

し、承認を受ける必要があります。 

 

４．助成事業の完了（工事費用の支払） 

助成事業の完了日までに、工事が完了し、費用の全額の支払いが済んでいる必要が

あります。費用を支払った場合、領収書とその内訳を受領してください。請求書、明細

書等も保存してください。 

  

５．事業実績報告 

交付決定の際に指定された期日までに、報告書類（正副２部）を、労働局に提出して

ください。 

 

 ６．支払請求書の提出 

  所定の様式の請求書に、助成金の振込先として指定する口座等の情報を記載し、労働

局に提出してください。 
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 ７．助成金の受領 

  請求書で指定された口座に、労働局より助成金が振り込まれます。 

 

 ８．消費税仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還 

助成事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により助成金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額がゼロ円の場合を含む）は、消

費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書を、遅くとも助成事業完了日の属する年

度の翌々年度６月 30 日までに提出してください。 

 

 ９．実施状況報告 

  この助成金を受けた喫煙専用室等は、助成対象事業の完了の日の属する年度の終了後

５年間を経過するまで、都道府県労働局長の承認を受けないで、この助成金の交付の目

的に反して使用したり、撤廃したり、譲渡などをすることはできません。 

  都道府県労働局に無断で喫煙専用室等を廃棄又は事業場を廃業・譲渡等した場合や自

己都合又は助成金の目的に反して喫煙専用室等を廃棄した場合は、廃棄・廃業等を行っ

た日以降の財産処分制限期間（５年間）の残存期間に応じた助成金交付額の返還を命じ

ることがあります。 

助成金交付の５年後までおおむね１年ごとに、労働局から設置した設備の運用状況や

帳簿・書類の保存状況について報告を求めますので、初回は、交付額確定の際に指定され

た期日までに、所定の様式に従って、労働局に報告してください。 
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＜申請書類の必要資料＞ （正副２部） 

 

 「受動喫煙防止対策助成金交付申請書」（様式第１号）（記載例１） 

 「受動喫煙の防止に係る事業計画」（様式第１号別添）（記載例２） 

 「受動喫煙防止対策助成金交付要件等確認申立書」（様式第１号）（記載例３）（交付要件

に該当する旨及び不交付要件のいずれの条件にも該当しない旨の申立を行う書類） 

 添付資料：以下のア～カまで 

ア  設置等をしようとする喫煙専用室、指定たばこ専用喫煙室等、屋外喫煙所（以下

「喫煙専用室等」という。）の工事前の設置場所・電気工事等の施工予定箇所の写

真（申請日から３か月以内に撮影したもの、可能な限り撮影日を記載）（手引き P８） 

イ 設置等をしようとする喫煙専用室等の場所、仕様、換気扇等の設備、利用可能な

人数、その他助成事業の詳細を確認できる資料（手引き P８～９） 

ウ 喫煙専用室等の要件を満たして設計されていることが確認できる資料（記載例４～

４－２） 

エ 事業場の室内及びこれに準ずる環境において、喫煙専用室等の設置に定める要件

を満たす喫煙専用室（①）、指定たばこ専用喫煙室等（②）、又は屋外喫煙所（③）

場所以外においては喫煙を禁止する旨を説明する書類（記載例５） 

オ 喫煙専用室の設置等に係る施工業者からの見積書の写し（２者以上） 

カ その他都道府県労働局長が必要と認める書類「助成金振込先申請書」（記載例６）

等 

 

 

（受動喫煙防止対策助成金交付申請時チェックリスト （手引き P75）をご活用下さい。） 
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様式第１号                                            （記載例１） 

受動喫煙防止対策助成金交付申請書 

 

令和  年  月  日 

 

福井労働局長 殿 

 

      所在地 

      法人又は事業者名 

      代表者職氏名   印 

 

 

受動喫煙防止対策助成金の交付を受けたいので、受動喫煙防止対策助成金交付要綱第４

条の規定により下記のとおり受動喫煙の防止に係る事業計画等の関係書類を添えて申請し

ます。 

 

 

記 

 

 

事業を実施する事業場の名称 

 

 

（参考・事業場在籍労働者数：   人） 

助成金申請金額 円 

 

（添付書類） 

 

１ 受動喫煙の防止に係る事業計画（別添） 

 

２ その他関係資料 
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様式第１号別添                                          (記載例２) 

受動喫煙の防止に係る事業計画 

事業を実施す

る事業場 

事業場の名称 

業種（該当する番号に○を付すこと） 

①飲食店（健康増進法の既存特定飲食提供施設は助成率２／３） 

その他については、以下より選択（助成率１／２） 

 ②卸売業  

 ③小売業    ④持ち帰り・配達飲食サービス業  

 

 

 

 

⑤情報通信業（放送業、情報サービス業等）  ⑥物品賃貸業   

⑦学術研究、専門・技術サービス業  ⑧宿泊業  ⑨生活関連サービス業  ⑩娯楽業   

⑪教育、学習支援業  ⑫医療、福祉  ⑬複合サービス事業（郵便局、協同組合）   

⑭サービス業（廃棄物処理業、自動車整備業、機械等修理業、職業紹介・労働者派遣業等） 

 

 

 

 

⑮農業  ⑯林業  ⑰漁業  ⑱鉱業、採石業、砂利採取業  ⑲建設業  ⑳製造業 

㉑電気・ガス・熱供給・水道業  ㉒情報通信業（通信業等）  ㉓運輸業、郵便業   

㉔金融業  ㉕保険業  ㉖不動産業  ㉗その他（           ） 

 

所在地 〒 

 

（電話番号                ） 

連絡担当者の所属及び氏名 

 

（電話番号                ） 

事業の実施期

間 

約     日間 

着工予定：令和  年   月   日 

完了予定：令和  年   月   日 

交付申請対象 

※該当する番号に

○を付すこと 

（健康増進法の既存特定飲食提供施設） 

① 喫煙専用室の設置  ② 指定たばこ専用喫煙室の設置 

（健康増進法の第二種施設） 

③ 屋外喫煙所の設置 

喫煙専用室等

の面積 

 

Ａ     m2 

喫煙専用室等の

想定利用人数 

 

Ｂ   人 

（参考・想定利用人数

１人当たりの面積） 

（（Ａ/Ｂ＝） 

     m2/人 

事業の概要 

（注１） 

 

 

助成対象経費

（税込） 

Ｃ                               円 

（参考・喫煙専用室等の単位面積当たり助成対象経費Ｃ/Ａ＝ 

               円/㎡） 

助成金申請金

額（注２） 

 

円 

注１ 受動喫煙防止措置を実施する場所、仕様等の内容を記載すること。また、工事予定の図面を添付すること。 

注２ 助成対象経費の２分の１（※喫煙専用室の設置等の措置を講じる事業場が健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）

に規定する既存飲食提供施設で料理店、飲食店等の事業を営んでいる中小企業事業者の場合、３分の２）又は 100万

円の低い方の額を記載すること（千円未満は切捨て）。
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様式第１号                                               （記載例３） 

受動喫煙防止対策助成金交付要件等確認申立書 
事業者記載事項 

１ 事業場の名称： 

２ 労働保険番号： 

３ 交付対象事業者であることの要件確認 
◆ 事業者の業種及び日本標準産業分類の中分類 
・業種（該当するものを○で囲んでください。） 
  イ 卸売業  ロ 小売業  ハ サービス業  ニ その他（製造業、建設業、運輸業等） 
・日本標準産業分類の中分類 
  分類番号（      ） 分類項目名（           ） 
 
◆ 事業者の資本金又は出資の総額（            円） 
 
◆ 事業者の常時雇用する労働者の数（           人） 
 
◆ 客席面積（           ｍ２）※既存特定飲食提供施設に該当する場合のみ記載すること 

４ 事業活動等に係る状況（はい・いいえのいずれかを○で囲んでください。） 
◆ 交付申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の滞納が継続している。                         

（はい・いいえ） 
 
◆ 過去３年間に、労働者災害補償保険法第３章の２又は雇用保険法第４章の規定により支給される給付金につ
いて、不正受給を行ったことがある。                                 （はい・いいえ）  

                         
◆ 暴力団関係事業場（事業者又は事業者が法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務
を統括する者その他これに準ずる者のうちに暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２
条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者のある事業場、暴力団員が経営に実質的に関
与している事業場及びこれらの事業場であると知りながら、これを不当に利用するなどしている事業場等）で
ある。                                       （はい・いい
え） 

 
◆ 事業者等又は当該事業者が法人である場合にあっては、当該法人の役員若しくは事業場の業務を統括する者
その他これに準ずる者のうちに、破壊活動防止法第４条に規定する暴力主義的破壊活動を行った又は行うおそ
れがある団体等に属している者がいる。                        （はい・いいえ） 

 
◆ 倒産している。                                 （はい・いいえ） 
 
◆ 過去１年間に、労働関係法令違反をしている。                   （はい・いいえ） 
   【はいの場合、その内容：                                  】 

５ 申請した受動喫煙の防止に係る事業計画の内容が、健康増進法、建築基準法、消防法その他当該事業計画に関
連する法令等に抵触しているものとなっていますか。                         （はい・いいえ） 

６ 事業計画の内容に対して地方公共団体等の他の補助金等を受けていますか、又は、申請を行っていますか。 
                                          （はい・いいえ） 

７ 労働者災害補償保険法第３章の２又は雇用保険法第４章の規定により支給される給付金について、不正受給
を理由に交付決定を取り消された場合、労働局が事業者名等を公表することに同意しますか。                                                   

（はい・いいえ） 

 

１から７までの記載事項については、いずれも相違ありません。また、１から７までの事業活動等又はその他

の審査に必要な事項についての確認を労働局が行う場合には協力します。 

 

令和  年  月  日      福井労働局長 殿 

 

所在地 

法人又は事業者名 

 代表者職氏名                                                           印 
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「○○株式会社 △△支店」における受動喫煙を防止するための措置について 

 

○○株式会社 

 

 今回「厚生労働商事株式会社 千代田支店」に設置する喫煙専用室は、以下のとおり、

受動喫煙防止対策助成金交付要領の第４の２に定める要件を満たすよう設計されたもので

あることを申し出ます。 

 

１．喫煙専用室における開口部について 

今回設置する喫煙専用室において、建物内の他の場所との間に気流が生じる開口部は

以下の２箇所である。 

（１）出入口 

引き戸（開口部の幅 85cm、高さ 200cm）を設置する。 

（２）ガラリ 

喫煙専用室出入口以外に出入口横に気流確保のためのガラリ（有効寸法として幅

20cm、高さ 70cm、開口率 40％）を１箇所設ける。 

 

２．開口部において風速 0.2（m/s）を満たすための時間当たりの必要換気量 

  ※ 通常は出入口のドアを閉じた状態とし、喫煙専用室の入退室時のみドアの開閉を

行うことを予定している。 

（１）開口部の面積 

① 出入口 

0.85（m）× 2.0（m）＝ 1.7（m2） 

② ガラリ 

0.2（m）× 0.7（m）× 0.4（開口率）＝ 0.056（m2） 

（２）必要換気量（出入口のドアを開けた状態を想定して計算） 

  （ 1.7 ＋ 0.056 ）（m2）× 0.2（m/s）× 3,600（s/h）注）＝ 1,264（m3/h） 

 

 

３．喫煙専用室内の換気方法について 

天井埋込型のシロッコファン（XX 株式会社製 型式名：YZ-100A）を喫煙専用室の奥

2 箇所に設置し、喫煙専用室内の空気を屋外に排気する。 

処理風量については、「強」900（m3/h）、「弱」745（m3/h）の 2 つがあるが、通常は

「弱」で使用する予定である。 

上記換気装置 2 台による処理風量は、745 × 2 ＝ 1,490（m3/h）となる。 

 

以上より、 

換気装置による処理風量 1,490（m3/h） ＞ 必要換気量 1,264（m3/h） 

となり、喫煙専用室を設置する場合の要件を満たすこととなる。 
  

（記載例４） 

工事後に喫煙専用室の出入口の風速を実測する際、設置条件等によって換気装置の理論上の処理風量を下回り、

要件に合致しない場合があることから、必要換気量に対し余裕を持たせるよう努めてください。 

開口部の総面積 喫煙専用室が満たすべき風速の基準

（0.2（m/s）で固定） 
１秒当たりの必要換気量を１時間当たりに変換

（１時間は 3600秒） 

指定たばこ専用喫煙室、喫煙目的室及び喫煙可能室については、「喫煙

専用室」と記載の部分を書き換えた上で具体例４を御使用ください。 
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「○○株式会社 △△支店」における受動喫煙を防止するための措置について 

 

○○株式会社 

 

 今回「厚生労働商事株式会社 千代田支店」に設置する屋外喫煙所は、以下のとおり、

受動喫煙防止対策助成金交付要領の第４の２に定める要件を満たすよう設計されたもので

あることを申し出ます。 

 

１．屋外喫煙所の構造 

別添資料○のとおり、出入口と給排気口以外には非喫煙区域に対する開口面がほとん

どない構造の設計となっている。 

 

２．屋外喫煙所と事業場内の建物との位置関係等 

下図のとおり、屋外喫煙所の排気方向は建物のある方向の反対側であり、直近の建物

の出入口が屋外喫煙所から見て風下側になく、また、屋外喫煙所と直近の建物の出入口

が十分離れていると考えられる。 

 
３．屋外喫煙所における排気について 

（記載例その１） 

排気装置としてラインファン（Z 社製 型式名：MDK-39AD 処理風量：1,200 m3/h）

を１機設置し、排気はダクトを通じて地上○ｍから屋外に排出している。 

 

（記載例その２） 

排気装置としてラインファン（Z 社製 型式名：MDK-39AD 処理風量：1,200 m3/h）

を１機設置し、当該排気口には空気清浄装置（H 社製 型式名： 除じん能力：0.3 mm

の粒子について 95％以上）を設置している。 

 

以上により、出入口と給排気口以外には非喫煙区域に対する開口面がほとんどなく、喫

煙により当該喫煙所の直近の建物の出入口等における浮遊粉じん濃度が増加しないよう設

計されていると判断できる。 

 

（記載例４－２） 

添付資料で構造がわかるものがあれば、

記載してください。 

図中には下記事項がわかるように示してください。 

・建物と喫煙所の位置関係 

・喫煙所の出入口 

・喫煙所からの排気の方向 

・平均的な風向き（不安定な場合はその旨記載） 

・屋外喫煙所と直近の建物の出入口の距離 
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令和〇年○月○○日 

 

福 井 労 働 局 長 殿 

 

      所在地 

      法人又は事業者名 

      代表者職氏名   印 

 

 

 

受動喫煙の防止に関する今後の方針について 

 

 

今般、受動喫煙の防止に係る交付申請を提出した「○○株式会社 △△支店」において

は、受動喫煙を防止するため、今後設置する予定の喫煙専用室以外の場所では事業場内の

喫煙を禁止する対策を講じることとするので（※）、申し出ます。 

なお、具体的には、以下の取り組みを実施することにより徹底を図ることを予定してお

ります。 

 

 

（具体的な取り組み） 

・客席の既設灰皿の撤去 

・店舗内各所へ喫煙専用室を設け、それ以外の場所を禁煙にしていることについて周知

するステッカーを貼付するほか、メニュー表の隅の余白や店舗ホームページを利用し

た周知を行う。 

・受動喫煙の健康影響等についての労働者教育や喫煙専用室の適切な使用方法等の周知 

 

 

 

 

 

 

 

  

（記載例５） 

提出年月日を記載してください。 

代表者印を押印してください。 

受動喫煙防止対策を実施する事業場（店舗など）の名称を記載してください。 

受動喫煙防止対策を徹底するために実施する取り組みを記載し

てください。 

「設置する予定の指定たば

こ専用喫煙室等」「設置する

予定の屋外喫煙所」などと

記載してください。 

宿泊業で、客室を禁煙としない場合は、以下の文章を挿入してください。 

「（喫煙専用室以外で喫煙を認める場所） 

・客室（全○客室中、△客室）」 

（※）：宿泊施設における客室は特別な例外であって、原則として喫煙専用室や指定た

ばこ専用喫煙室等、屋外喫煙所、換気措置を講じた区域以外で喫煙可能な場所を設

定することは認められません。 
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令和〇年○月○○日 

 

福 井 労 働 局 長 殿 

 

        

      所在地 

      法人又は事業者名 

      代表者職氏名   印 

 

 

 

受動喫煙防止対策助成金の振込先について 

 

 

 受動喫煙防止対策助成金の交付の申請を行うに当たり、助成金の振込先を以下のとおり

申し出ます。 

 

 

記 

 

 

金融機関等名称 ○○○銀行 支店等名称 ●●支店 

口座番号 ○○○○○○○ 

預金種別 （ 普通 ・ 当座 ） ※ どちらかに○を付すこと。 

フリガナ  

口座名義 ○○株式会社   代表取締役      

 

 

  

（記載例６） 

インターネット専業銀行の指定は避けてください。 

提出年月日を記載してください。 

代表者印を押印してください。 

可能な限り、助成事業者又は事業場であることが確認できる口座としてください。 

助成事業者又は事業場への振込先と判断できない場合は、問い合わせをさせていただく可能性がありま

すので、御了承願います。 
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労働局長名で交付決定通知書を交付 

 

 

 

工 事 開 始 

 

 

 

＜事業実績報告の提出＞（正副２部） 

完了予定日までに工事を完了し、工事費用の支払いを終了、交付決定通知書で指定した

期日までに、実績報告を提出してください。(※) 

 

 「受動喫煙防止対策助成金事業実績報告書」（様式第９号）（記載例８） 

 「受動喫煙の防止に係る事業結果概要報告書」（様式第９号別添）（記載例９） 

 添付資料：以下のア～キまで 

ア 「交付決定通知書」の写し 

イ 交付決定内容の変更を受けた場合は、「変更承認通知書」の写し（複数回変更し

ている場合はその全ての写し） 

ウ 受動喫煙の防止に係る事業の請求書、領収書及び当該経費に係る内訳の写し並び

に領収書の金額が正しいことを証する書面（振込明細書等）（領収書が発行されな

い場合にあっては、経費に係る内訳の写し及びその金額が正しいことを証する書面

（振込明細書等）） 

エ 設置等をした喫煙専用室等の場所、仕様、換気扇等の設備、その他実施した受動

喫煙を防止するための設備、備品等の詳細を確認できる写真（写真には撮影日を記

載）」 

オ 「交付決定を受けた内容と実際に実施した事業が相違ないことを説明する書類」

（記載例 10） 

カ 実施した受動喫煙を防止するための措置が、「喫煙専用室等の要件を満たしてい

ることを確認できる書類」（記載例 11～11-２）その結果について記録した書類 

キ その他都道府県労働局長が必要と認める書類 

 

（受動喫煙防止対策助成金実績報告時チェックリスト（手引き P76）をご活用下さい。） 

 

（※）工事の完了予定日が遅れ、交付決定通知書で指定した期日までに事業実績報告書の提出が困難な場合

は「受動喫煙防止対策助成金交付決定内容変更承認申請書」（様式第４号）（記載例 16）であらかじめ申請

し、福井労働局長の承認を受けて下さい。 

交付決定通知書で指定した期日までに実績報告書が提出されない場合は助成金が交付されないことがあり

ます。

工事途中に実績報告書

に必要な写真を随時撮

影（撮影日記載）してく

ださい。 
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様式第９号                                            （記載例８） 

受動喫煙防止対策助成金事業実績報告書 

令和  年  月  日 

 

福 井 労 働 局 長 殿 

 

所在地 

      法人又は事業者名 

      代表者職氏名   印 

 

令和  年  月  日付け福井労発基     第  号により交付決定を受けた受

動喫煙防止対策助成金について、助成対象事業を完了したので、受動喫煙防止対策助成金

交付要綱第 11条の規定により下記のとおり関係資料を添えて実績を報告します。 

 

 

記 

 

 

（１）受動喫煙防止対策を実施した事業場の名称 

 

 

（２）助成対象経費    金          円 

 

（３）助成金申請額    金          円 

 

 

（添付資料） 

１ 受動喫煙の防止に係る事業結果概要報告書 

 

２ その他関係資料 
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様式第９号別添                                          （記載例９） 

 

受動喫煙の防止に係る事業結果概要報告書 

 

 

事業を実

施した事

業場 

事業場の 

名称 

 

 

業種 ①既存特定飲食提供施設（助成率２／３） 

②その他（助成率１／２） 

事業の実施 

期間（注１） 

日間 着工：令和  年   月   日 

完了：令和  年   月   日 

交付申請対象 

※該当する番号に○を付す

こと 

（健康増進法の既存特定飲食提供施設） 

① 喫煙専用室の設置  ② 指定たばこ専用喫煙室の設置 

（健康増進法の第二種施設） 

③ 屋外喫煙所の設置 

喫煙専用室等の面積 Ａ 

   m2 

喫煙専用室等の 

想定利用人数 

Ｂ 

    人 

（参考・想定利用人数

１人当たりの面積） 

（（Ａ/Ｂ＝） 

     m2/人 

事業の概要 

（注２） 

 

 

交付決定された内容

の変更 

（ あり ・ なし ） ※いずれかに○を付すこと。 

交付決定内容の変更を行った場合の承認日とその文書番号 

① 令和  年   月   日付け             号 

② 令和  年   月   日付け             号 

助成対象経費（税込） 

（注３） 

 

Ｃ                            円 

（参考・喫煙専用室等の単位面積当たり助成対象経費Ｃ/Ａ＝ 

                円/㎡） 

助成金申請金額（注

４） 

 

円 

注１ 事業の完了とは、工事が完了し、費用の支払いが終了することをいう。 

注２ 受動喫煙の防止に係る事業を実施した場所、仕様等の内容を記載すること。また、事業完了後の図面

及び写真を添付すること。 

注３ 受動喫煙防止対策助成金交付決定通知書（交付決定された内容の変更がある場合は受動喫煙防止対策

助成金交付決定内容変更承認通知書）で通知された金額を書くこと。ただし、実際にかかった工事費用

等が事前に通知された助成対象経費よりも少ない場合には、その額を記載すること。 

注４ 助成対象経費の２分の１（※喫煙専用室の設置等の措置を講じる事業場が健康増進法（平成 14年法律

第 103 号）に規定する既存飲食提供施設で料理店、飲食店の事業を営んでいる中小企業事業者の場合、

３分の２）又は 100万円の低い方の額を記載すること（千円未満は切捨て）。 
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                                                （記載例 10） 

 

令和〇年○月○○日 

 

福 井 労 働 局 長 殿 

所在地 

      法人又は事業者名 

      代表者職氏名   印 

 

 

 

受動喫煙の防止に係る事業の実施内容について 

 

 

 今般実施した受動喫煙の防止に係る喫煙専用室の設置工事については、令和〇年〇月〇

日付けで受動喫煙防止対策助成金交付申請書を提出し、令和〇年〇月〇日付け福井労発基

第○○号により福井労働局長の交付決定を受けた内容に従って実施したものであり、当該

交付決定内容から逸脱するものではないことを申し出ます。 

 

 

 

代表者印を押印してください。 

交付決定通知書の日付と番号を記載してください。 

※交付決定内容の変更承認を受けた場合、その旨を記載する

必要はありません。 

「喫煙専用室以外の受動喫煙を防止するための

措置」の場合は、「「措置に係る工事）」と記載。 

提出年月日を記載してください。 
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喫煙専用室の要件に対する適合状況の確認結果 

 

１．測定の実施日等 

（１）事業場の名称 ○○株式会社 △△支店 

（２）測定の実施日時 令和〇年○月○○日（○） 

（３）測定場所 店舗内に設置した喫煙専用室 

（４）測定時間 14：00 ～ 14：30 

（５）測定実施者 
（所属） 

（氏名） 

 

２．喫煙専用室の概略図（主要な設備、測定機器の配置） 

 

 

３．測定結果  

測定項目 

（測定場所） 

測定点の高さ 

（床から） 
風向※１ 

風速の 

実測値※２ 

風向・風速 

（喫煙専用室の 

出入口） 

上部  1.8 m 
ア 非喫煙区域から喫煙専用室の内側へ 

イ その他（         ） 
0.27 m/s 

中央部 1.2 m 
ア 非喫煙区域から喫煙専用室の内側へ 

イ その他（         ） 
0.32 m/s 

下部 0.6 m 
ア 非喫煙区域から喫煙専用室の内側へ 

イ その他（         ） 
0.23 m/s 

※１：当てはまる記号に○をすること。なお、イの場合は具体的に記述すること。 

風向は、スモークテスター、線香等を利用して確認すること。 

※２：２回以上測定して、その平均値を記載することが望ましい。 

（記載例 11） 

受動喫煙防止対策を実施した事業場（店舗名など）の

名称を記載してください。 

喫煙専用室を複数設置した場合

は、どの喫煙専用室かわかるよ

うに記載してください。 

喫煙専用室の俯瞰図を記載し、主要な設備（換気扇など）、

出入り口などの開口部や測定地点が大まかにわかるように

記載してください。 

 

喫煙専用室を複数設置した場合は、喫煙専用室ごとに作成してください。 

指定たばこ専用喫煙室等を設置

する場合は、「加熱式たばこ専用

喫煙室等」に修正してください。 
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屋外喫煙所の要件に対する適合状況の確認結果 

 

１．測定の実施日等 

（１）事業場の名称 ○○株式会社 △△支店 

（２）測定の実施日時 令和〇年○月○○日（○） 

（３）測定場所 店舗の東側に設置した屋外喫煙所 

（４）測定時間 14：00 ～ 14：30 

（５）測定実施者 
（所属） 

（氏名） 

 

２．措置を講じた場所の概略図（主要な設備、測定機器の配置） 

 

 

３．測定結果 

測定項目 

（測定場所） 
測定時間 浮遊粉じん濃度の実測値※1 

浮遊粉じん濃度 

（直近の建物の出入

口、床上約 1.2 m） 

喫煙開始２分前 0.0072 mg/m3 

喫煙開始１分前 0.0066 mg/m3 

喫煙後１分 0.0072 mg/m3 

喫煙後２分 0.0078 mg/m3 

喫煙後３分 0.0078 mg/m3 

喫煙後４分 0.0066 mg/m3 

喫煙後５分 0.0072 mg/m3 

喫煙条件下での測定は、屋外喫煙所の想定利用人数と同数の喫煙で行うことが望ましいですが、不足分については、た

ばこの自然燃焼で補っても差し支えありません。ただし、全てたばこの自然燃焼で測定を行うことはできません。 

 

 

（記載例 11－２） 

受動喫煙防止対策を実施した事業場（店舗名など）の

名称を記載してください。 

複数の場所で措置を講じた場合

は、場所が特定できるように記

載してください。 

屋外喫煙所を複数設置した場合は、場所ごとに作成してください。 

記載例４－２の２．の図を参考に記載してください。 

 

また、測定点の位置を★で示してください。測定点は設置した屋外喫煙所の直近

の建物の出入口から建物内へ１ｍ入った地点を目安に設定します。 

※1喫煙後６分以上測定した場合は、列を追加して記載してください。 

喫煙開始前と喫煙後の測定値を比較し、変化がなければ（バックグラウンド値が 0.01mg/m3以下の場合、上昇率がバ

ックグラウンド値の２割程度であれば）基準を満たしているものとします。 
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様式第４号 

受動喫煙防止対策助成金交付決定内容変更承認申請書 

 

令和  年  月  日 

 

福 井 労 働 局 長 殿 

 

所在地 

      法人又は事業者名 

      代表者職氏名   印 

 

令和 年  月  日付け福井労発基    第  号をもって交付決定を受けた受動

喫煙防止対策助成金について、交付決定を受けた内容を下記のとおり変更したいので、受

動喫煙防止対策助成金交付要綱第７条の規定により申請します。 

 

 

記 

 

１ 助成対象経費 

今回変更申請金額   金          円 

   （うち今回の（増額・減額）申請額 金          円） 

 

２ 助成金の額 

今回変更申請金額   金          円 

   （うち今回の（増額・減額）申請額 金          円） 

３ 事業内容（受動喫煙防止対策助成金交付申請書及びその添付書類）における変更箇所 

 項目 変更前 変更後 変更の理由 

１   

 

 

  

２   

 

 

  

備考 １．内容を変更する箇所の数に応じて、欄を追加又は削除すること。 

２．枠内に記載できない内容は、「別紙参照」と記載の上、別紙（様式自由）に記載すること。 

３．必要に応じて変更内容の詳細を確認できる書類、図面等を添付すること。 

４．本様式の別添として、交付申請時に提出した交付申請書（様式第１号）、その別添及び関係資料 

について、本変更承認申請により変更を行う箇所を明示した上で提出すること。 

 

 

（記載例 16） 

代表者印を押印してください。 
交付決定通知書の日付と番号を記載してください。 

備考をよく参照してください。 



 22 

 

 

 

 

労働局長名で「受動喫煙防止対策助成金交付額確定通知書」を交付 

 

 

 

 

 

 

「受動喫煙防止対策助成金交付額支払請求書」（様式第 11号）（記載例 12）の提出 
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様式第 11号                                           （記載例 12） 

受動喫煙防止対策助成金交付額支払請求書 

令和  年  月  日 

 

福 井 労 働 局 長 殿 

 

所在地 

      法人又は事業者名 

      代表者職氏名   印 

 

 

 

 

令和  年  月  日付け福井労発基    第  号により交付額の確定通知を受

けた下記１の助成金交付額（確定額）について、下記２の口座に振り込むよう請求します。 

 

 

記 

 

 

１ 助成金交付額（確定額） 金         円 

 

２ 助成金振込先 

金融機関等名称  支店等名称  

口座番号  

預金種別 （ 普通 ・ 当座 ） ※いずれかに○を付すこと。 

フリガナ  

口座名義  
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助成金の振り込み 

      

 

 

 

 

 

＜消費税仕入控除税額の確定に伴う助成金の返還＞ 

 

「年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書」（様式第 12号）（記載例 13）を期

日までに提出（正副２部） 

 

 

なお、上記の必要資料については「受動喫煙防止対策助成金の手引き（令和２年５月 13日第４版）」

にて詳しく解説しております。
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様式第 12号                                           （記載例 13） 

 

 年度消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書 

令和  年  月  日 

 

福 井 労 働 局 長 殿 

 

所在地 

      法人又は事業者名 

      代表者職氏名   印 

 

令和  年  月  日付け福井労発基    第  号により交付額の確定通知を受

けた受動喫煙防止対策助成金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について

は、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法律第 179 号）第 15 条

の規定による確定額又は事業実績報告による精算額 

金         円 

 

２ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額（要国庫補助金等返還相当額） 

金         円 

 

３ 添付資料 

  記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資

料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付すること。 



<見積書のポイント> 

 

＊見積書は、作成日、施工業者、工事の依頼者である助成事業者が明記されてお

り、使用する建材の規格や数量、設置する機器の型式や台数等が確認できるも

のを提出してください。 

＊見積書は２社以上必要です。喫煙専用室等の機能に影響を及ぼす部分（例：屋

外排気装置、扉、ガラリ（給気口）、空気清浄装置等）については、同等の構

造、性能等を有するもので取ってください。 

＊見積書に計上できるものは以下のとおりです。なお、人件費は「令和２年３ 

月から適用する公共工事設計労務単価（福井県）」を参考に見積書に計上くだ 

さい。 

認められるもの 認められないもの 

・電気工事、建築工事、配管工事等に係る人

件費、材料費、運搬費、設計費（喫煙専用

室等の性能に直接寄与する部分。設計監理

料含む。）、管理費 

・デザイン料（喫煙専用室等の外観や内装

など、受動喫煙防止の用に直接寄与し

ない部分） 

・助成金の申請書作成や見積書作成のた

めの費用（事前調査費用含む。） 

・申請の代行のための費用（例：社会保険

労務士への報酬） 

・喫煙区域と非喫煙区域を隔てるためのパ

ーティション、ドア、エアカーテン 

 

・換気装置、空気清浄装置、人感センサー 

・ガラリ、給気扇、差圧式吸気口 

・照明機器 

・消防法等の他法令で設置が義務づけられ

ている機械装置 

・灰皿、出入口に取り付けるのれん（備品は

喫煙専用室等に据え付けて使用する物に

限ります。） 

・喫煙区域内を区切るためのパーティシ

ョン、ドア、エアカーテン（受動喫煙の

防止効果に寄与するものは助成対象と

なりうる。） 

・消耗品（機械装置等の購入時に付属して

いる物は助成対象となります。） 

 

・映像機器、音響機器、絵画、観葉植物、

本棚 

・机、椅子（固定式も助成対象外） 

 

・喫煙専用室等の出入口前に設ける部屋

（いわゆる前室）に係る費用 

・建築基準法、消防法等の他法令で義務づけ

られている手続きに係る費用（手数料を含

む。なお、人件費、旅費等については実費

での精算となります。） 

・土地の取得に係る費用 

 

 




